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研究成果の概要（和文）：この研究では我が国の高等教育機関における意思疎通支援の現状を把握するため、意
思疎通支援者を対象としたインタビュー調査と、全国の高等教育機関における障害学生支援担当者を対象とした
情報保障の実施状況についての質問紙調査を行った。障害者差別解消法の施行に伴って全国の高等教育機関では
障害学生への合理的配慮の提供が義務化され、支援の拡充が進んできているが、支援方法や人材育成について一
定の専門性を必要とする意思疎通支援に関し、まだ十分とは言えない体制整備状況であることが確認できた。こ
の結果は学術論文9件（内2件は未採択）、学会発表7件、図書2件で公表した。

研究成果の概要（英文）：This study grasps the mutual understanding support in the Japanese higher 
education system. Our Team performed inventory survey about the interview investigation for 
supporters and the support for higher education systems in Japan. It became the duty to offer 
reasonable accommodation to the student with disability by the enforcement of the law. However, 
specialty is necessary about a support method and personnel training. System maintenance is not 
enough. We announced this result with 9 articles (2 cases are non-publication), 7 presentations, 2 
books.

研究分野：特別支援教育
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研究成果の学術的意義や社会的意義
意思疎通支援は、とりわけ予算・人員・専門性が高い水準で求められる支援方法であるため、この体制整備等に
関する基礎的な研究を行っていくことにより、「支援の質」や高等教育機関ごとの温度差といった、様々な障害
者・障害学生への支援全般に関する現状を把握することができると考えている。「障害を理由とする差別の解消
の推進に関する法律」施行から5年目（本研究終了時）に入り、着実に障害者を対象とした支援の実施は拡充さ
れてきているが、個々のニーズに十分応じられているのかという「支援の質」について、これまでの検証を踏ま
えつつ省みることは、今後の共生社会の実現に向け、非常に意義の大きいものであると考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
研究開始当初である 2016 年から「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が施行
されたことによって，各高等教育機関において障害学生支援体制が次第に整備されていった。こ
のような体制整備の進捗を背景に，本研究の主題である意思疎通支援についてもニーズへの対
応が進められた。この間，いくつかの障害学生支援全般についての悉皆調査が毎年実施されてい
るが，ほとんどの要支援学生が在籍する高等教育機関で何らかの授業支援が実施されているこ
とが示されている。しかしながら，学生のニーズに十分応じられているかといった質的なところ
については把握が進んでいない。意思疎通支援を高等教育機関で十分に実施していくためには，
体制整備に係る予算・人員・専門性が高い水準で求められるが，このいずれかが不足した状態で
あっても現状可能な方法という範疇で支援の提供がなされる場合があり，「実施件数」の割合だ
けでは質的な把握ができないことが問題となっていた。 
 
２．研究の目的 
我が国の高等教育機関において，手話通訳や要約筆記等，意思疎通支援を必要とする障害学生
数は年々増加し，多様化するニーズへの対応，実際の支援を担う人材の不足，そして博士課程等
において高度に専門化する情報への対応は喫緊の課題となっている。 
そこで本研究では，我が国における意思疎通支援の実施状況と諸課題について詳細に調査分
析した上で，全ての高等教育機関でどのように支援を進めるべきか考察し，運用可能な人材育成
システムの開発等，体制整備に関して知見を得ることを目的とする。 
また，2016 年の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」施行以降，高等教育機
関では合理的配慮の提供が義務化されたことにより，障害学生支援室等の設置や教職員の配置
が進みつつある。しかしながら，各機関において提供される支援の質には格差が生じていると推
察される。障害学生支援を進めるにあたってとりわけ意思疎通支援は予算・人員・専門性と，一
定の体制整備を伴うことから，この調査研究によってこれまでの研究ではあまり確認されてこ
なかった支援の質的な現状と課題を確認し，我が国における障害学生支援の進捗状況を把握す
ることが可能であると考える。 
 
３．研究の方法 
＜第 1次研究期＞ 
 意思疎通支援に関する様々な課題を把握するため，以下の 3つの調査を行った。 
（ⅰ）高等教育機関における意思疎通支援者の養成に関する研究として，支援者を対象に支援活
動に参加した際の不安感等の変化について質問紙を用いて調査した。 
（ⅱ）高等教育機関における意思疎通支援者の養成に関する研究として，支援者を対象に地域の
意思疎通支援活動と高等教育機関における意思疎通支援活動の相違点について半構造化面接法
を用いて調査した。 
（ⅲ）各高等教育機関担当者を対象に，適応に課題を有する留学生の意思疎通支援等における課
題について半構造化面接法を用いて調査した。 
 
＜第 2次研究期＞ 
 一般的な大学生等においてもコミュニケーション等に不安や問題を発生しやすい入学直後時
期を「大 1コンフュージョン」期として位置づけ，調査や論考を行った。 
（ⅰ）「高校と大学のギャップ」について，質問紙を用いて調査した。 
（ⅱ）具体的な支援の方法について論考を行った。 
（ⅲ）「入学以降における大学内外でのコミュニケーション」について，質問紙を用いて調査し
た。 
（ⅳ）「ライフスキル，意欲低下，心理的ストレス反応の関連」に関し，質問紙を用いて調査し
た。 
 
＜第 3次研究期＞ 
 以上の研究期において得られた知見を踏まえ，代表者と分担者において意思疎通支援に係る
人材育成や体制整備といった，支援の質に関連する課題を論考し，その成果として全国の高等教
育機関に対する調査用の質問紙を作成した。この質問紙を用いた全国調査を，高等教育機関 1136
校（国立大学 86 校，公立大学 81校，私立大学 605 校，高等専門学校 57校，短期大学部を含む
短期大学 287 校，大学院大学等その他 20校）に送付し，障害学生支援担当者から回答を得た。 
 
４．研究成果 
＜第 1次研究期＞ 
 第 1次研究では，まず支援者を対象に支援活動に参加した際の不安感等の変化に関し，支援に
携わる学生の育成にあたって，どのような研修を設定すれば効果的であるかを検討するため，初
めて PC ノートテイクによる支援活動に携わることとなった学生の「状態不安」の推移を各学生
の PC 入力習熟度別に検討した結果，全般的には支援活動回数を重ねるごとに不安が軽減される
ことが分かったが，PC 入力に自信のない学生は回数を重ねても不安感が軽減されにくいことが
分かった。 



 
次に，高等教育機関と地域における文字通訳の相違点を把握するため，双方を経験した支援者
を対象に調査を行った結果，文字の表示方法や支援体制について相違点が認められたが，地域の
ノウハウを高等教育機関に還流することで，さらに支援の充実が図られる可能性が確認できた。 
 
そして，さらに意思疎通やコミュニケーションの課題に関する知見を得るために実施した，
課題を有する留学生の実態や支援の現状についての調査の結果，発達障害の診断を
有している留学生が全体の約 10%となってきたという言及や,文化差異によって支
援に関する考え方等が様々であることに留意すべきであるという言及等が聴取で
き，今後は支援を必要とする留学生数がさらに増加すると推測され,支援体制の構
築が急務であるといえる。また,個々の出身国の文化背景を踏まえた支援を進める
ことも重要であることが確認できた。 
 
＜第 2 次研究期＞ 
第 2次研究として，第 1次研究で行った課題に応じた把握を踏まえ，意思疎通は学生期の普遍
的な課題としてどのように表れているかを把握するため，「大 1コンフュージョン」期と位置付
けて一連の研究を実施した。 
 
まず，高校までの学校段階と大学との様々なギャップに対し，大学 1回生は，相対的に授業履
修や学習面に対して戸惑いや困難が高く，学習面以外の大学生活全般に対しては相対的に低く，
発達障害困り感との関連結果から，特に ASD 困り感の強い学生は，授業履修や学習面よりも，そ
れ以外の大学生活全般に対して，より戸惑いや困難を感じやすい結果となった。 
 
次に，「大 1コンフュージョン」の要因を踏まえた支援の在り方について，学校心理学におけ
る 3段階の心理教育的援助サービスの枠組みによる分類から論考し（1）全ての新入学生，（2）
苦戦し始めた一部の学生，（3）苦戦が著しい状態にある特定の学生，以上のそれぞれを対象とし
た具体的な支援例を挙げた。 
 
さらに，大学生活が 1年半以上経過した 2年目の学生を対象に，「大 1コンフュージョン」項
目群と，既存の相談先，意欲低下領域尺度，単位取得状況を聞き，その相関について分析と考察
を行った結果，単位取得に対処ができている学生は，戸惑いや困難が生じた場合，友人や家族等
を中心に相談し，援助要請をすることによって深刻な状況を回避していた。しかし，「大 1コン
フュージョン」が継続している学生は，友人や家族を中心とした援助を得ながらどうにか必要な
単位取得は進められている場合であっても，大学や学業に対する意欲が低下する状況が見られ
た。 
 
以上に加えて，新入生を対象に，日常生活スキル尺度（大学生版），意欲低下領域尺度，心理
的ストレス反応尺度との関連について検討した結果，「大 1コンフュージョン（大学生活全般）」
は，「授業意欲低下」，「大学意欲低下」および 3種類のストレス反応とは中程度の正の相関がみ
られた。また「授業意欲低下」，「抑うつ・不安」，「無気力」とは弱い正の相関がみられた。 
 
＜第 3次研究期＞ 
第 3次研究として，以上の研究を踏まえ，支援の実施にあたって予算・人員・専門性が高い水
準で求められる意思疎通支援を切り口とすることで，「支援の質」の把握が行えるとのではない
かという仮説を立て，全国調査のための質問紙を作成した。この質問紙を用いて，全国の高等教
育機関を対象に，質問紙による調査を実施した。なお，この第 3次研究の結果と考察については
現在学術誌に投稿中である。 
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